
検
証
結
果
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

　

鳥
取
市
議
会
で
は
、５
月
20
日（
日
）の
住
民
投
票
で
、過
半
数
の
票
を
得
た「
現
本
庁
舎
の
耐
震
改
修
及
び
一
部
増
築
」案
の
内
容
を
、

地
方
自
治
法
第
１
０
０
条
の
２（
専
門
的
知
見
の
活
用
）
に
基
づ
き
検
証
し
ま
し
た
。
検
証
内
容
と
そ
の
結
果
、
ま
た
、
結
果
に
至
る

ま
で
の
経
緯
と
今
後
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

鳥取市庁舎整備に関する住民投票以降の取り組み
月 日 会議など 内容
5 20 鳥取市庁舎整備に関する住民投票を実施

31 第３回臨時会 特別委員会※1 の設置を議決
第１回特別委員会 正副委員長の互選
第２回特別委員会 今後の進め方についてなど

6   8 第３回特別委員会 参考人招致についてなど
14 第４回特別委員会 住民投票の際の第２号案の立案者・山本浩三

氏を参考人招致し、積算根拠などを質疑
22 第５回特別委員会 今後の進め方について、山本浩三氏への質問

についてなど
25 第６回特別委員会 耐震改修等の検証業務の方法、委託先につい

てなど
7   9 第７回特別委員会 住民投票の際の第２号案の立案者・山本浩三

氏を参考人招致し、積算根拠などを質疑
17 第８回特別委員会 今後の進め方について、山本浩三氏への質問

についてなど
25 先進地視察（〜27日）静岡県裾野市、東京都荒川区、江東区を視察
30 第９回特別委員会 耐震改修案等の検証作業についてなど

8   6 第 10回特別委員会 耐震改修等の検証に係る仕様書についてなど23 第 11回特別委員会
29 第 12回特別委員会 耐震改修等の検証に係る業者選定についてなど

9   1 市議会だより発行 市庁舎整備の検討状況についての記事を掲載
  7 ９月定例会 専門的知見の活用に基づき、㈱日本設計に「鳥

取市庁舎耐震改修及び一部増築案に関する調
査業務」を委託することを議決

15 新聞広告掲載 鳥取市庁舎耐震改修案の具体化に向けた取り組
み状況について地元紙に新聞広告を掲載

19 第 13回特別委員会 日本設計からの質問表の回答についてなど
25 第 14回特別委員会 市庁舎整備に係る埋蔵文化財調査について（報

告）など
第１回調整会議※2 委託業務に関する条件確認・課題整理など

10   5 第 15回特別委員会

委託業務に関する条件確認・課題整理など

第２回調整会議
12 第 16回特別委員会
第３回調整会議

22 第 17回特別委員会
第４回調整会議

29 第 18回特別委員会 委託業務に関する調査報告書（案）について第５回調整会議
11   1 市議会だより発行 市庁舎整備の検討状況についての記事を掲載

  5 第 19回特別委員会 日本設計の担当者を参考人招致し、委託業務に
関する調査報告書（案）について質疑

  9 調査報告書 日本設計からの調査報告書を議長が受理
市議会全員協議会 日本設計から調査報告書の説明を受ける
第 20回特別委員会 特別委員会報告についてなど

※１：鳥取市庁舎耐震改修等に関する調査特別委員会
※２：鳥取市庁舎耐震改修及び一部増築案に関する調査委託業務に関する調整会議
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果
を
受
け
て
設
置
さ
れ
た

「
鳥
取
市
庁
舎
耐
震
改
修
等
に
関
す

る
調
査
特
別
委
員
会
」
は
、
５
月
31

日
か
ら
11
月
９
日
ま
で
に
、
20
回
開

催
さ
れ
、
耐
震
改
修
案
の
内
容
、
工

事
費
な
ど
に
つ
い
て
、
検
証
作
業
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行
っ
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き
ま
し
た
。
そ
の
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中

で
、
第
三
者
と
な
る
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を
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た
、
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震
改
修
案
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更
な
る
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な
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必
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さ
れ
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た

め
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、
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が
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さ
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❶検証を依頼した内容
（１）本庁舎改修：
▶規模：地上６階、地下１階、延床面積約5,900㎡
▶耐震性能：構造体Ⅰ類 、建築非構造部材A類 、建築設備甲類 
▶改修内容：
　①免震改修（１階基礎免震 、地下１階部分柱頭免震 ）
　②建物本体は既存遡及対応 の内装改修を行う
　③設備は免震改修に係り必要となる改修とともに甲類対応の改修工事を行う
　④外装改修はペアガラス（１重サッシ）の整備
　⑤居ながら工事（地下１階の設備諸室機能も継続利用）
　※本庁舎西側２階建て部分、約900㎡は解体
（２）新第２庁舎：
▶規模：地上５階、地下１階、延床面積約4,380㎡
　※地上は庁舎機能、地下は駐車場機能を有し、半地下駐車場と一体利用できる
▶耐震性能：構造体Ⅰ類、建築非構造部材A類、建築設備甲類、免震構造（地下1階柱頭免震）
（３）半地下駐車場など：
　新第２庁舎地下に駐車台数100台の半地下駐車場（屋外駐車場とあわせて計150台の駐
車施設）とトイレ、エレベーターを整備。上部にふれあい広場1,650㎡を整備。
（４）外構など：
▶残置建物：書庫２棟を残置、駐輪場は解体撤去（駐輪場内の倉庫機能は別途確保）
▶駐車場等：屋外駐車台数50台、駐輪台数（自転車164台、原付７台）
▶渡り廊下：鉄骨造（耐震構造）1フロア接続、内部通路（屋根、壁あり）有効幅員1.8ｍ程度
（５）工期：約２年
（６）建設費：約20.8億円(建設費：約20億円、設計・監理費約0.8億円)

❷“❶”の一部を条件変更した内容
（１）本庁舎改修：
▶規模：地上６階、地下１階、延床面積約5,850㎡
▶耐震性能：構造体Ⅰ類、建築非構造部材A類、建築設備甲類
▶改修内容：
　①免震改修（全体基礎免震）
　②建物本体は既存遡及対応の内装改修を行う
　③設備は免震改修に係り必要となる改修とともに甲類対応の改修工事を行う
　④外装改修はペアガラス（１重サッシ）の整備
　⑤居ながら工事（地下１階の設備諸室機能も継続利用）
　※本庁舎西側２階建て部分約900㎡と、南側１階銀行増築部分約50㎡は解体
（２）新第２庁舎：
▶規模：地上５階、地下１階、延床面積約4,430㎡
　※地上は庁舎機能、地下は駐車場機能を有し、半地下駐車場と一体利用できる
▶耐震性能：構造体Ⅰ類、建築非構造部材A類、建築設備甲類、免震構造（地下1階柱頭免震）
（３）半地下駐車場など：
　新第2庁舎地下に駐車台数74台の半地下駐車場（屋外駐車場とあわせて117台の駐車施設）
とトイレ、エレベーターを整備。上部にふれあい広場1,650㎡を整備。
（４）外構など：
▶残置建物：書庫２棟を残置、駐輪場は解体撤去（駐輪場内の倉庫機能は別途確保）
▶駐車場等：屋外駐車台数43台、駐輪台数（自転車164台、原付７台）
▶渡り廊下：鉄骨造（耐震構造）1フロア接続、内部通路（屋根、壁あり）有効幅員1.8ｍ程度
（５）工期、（６）建設費等は、上記の条件で算出

　　部分は検証において定義・追加したもの
 ＊ ３ページ用語解説参照

＊

＊ ＊

＊ ＊＊
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調
査
案
で
は
実
現
で
き
な
い

　

鳥
取
市
庁
舎
耐
震
改
修
等
に
関
す

る
調
査
特
別
委
員
会
で
は
、
右
記
❶

の
と
お
り
、
現
本
庁
舎
の
耐
震
改
修

及
び
一
部
増
築
案
を
、
㈱
日
本
設
計

に
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託
し
、
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証
し
ま
し
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。
そ
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査
案
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は
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か
に
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ま
し
た
。

　

そ
の
理
由
は
、次
の
と
お
り
で
す
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①
地
下
１
階
の
柱
頭
免
震
工
事
は
、

　

設
備
機
器
を
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動
さ
せ
て
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を
補

　

強
し
な
が
ら
実
施
す
る
必
要
が
あ

　

り
、
施
工
す
る
ス
ペ
ー
ス
が
足
り

■用語解説
▶基礎免震
　地面を掘削し、建物の基礎部分に免震装置
　を取り付ける工法。建物が地面と完全に遮
　断されるため、建物全体を免震化すること
　ができる。

▶柱頭免震
　建物の任意の階の柱の上部に免震装置を取
　り付ける工法。周囲の掘削が不要で、建物
　の空きスペースを活用しながら工事を行う
　ことができる。

▶既存遡
そ き ゅ う

及対応
　建設後、法令等の改正により建築基準不適
　合となっている建物を、増築などを行う際、
　現行法に適合させること。

▶構造体Ⅰ類
　大地震動後、構造体の補修をすることなく
　建築物を使用できることを目標としている
　もの。

▶建築費構造部材Ａ類
　大地震動後、災害応急対策活動や被災者の
　受け入れの円滑な実施、または、危険物の
　管理の上で支障となる建築非構造部材の損
　傷、移動等が発生しないことを目標として
　いるもの。

▶建築設備甲類
　大地震動後の人命の安全確保および二次災
　害の防止が図られているとともに、大きな
　補修をすることなく、必要な設備機能を相
　当期間継続できるもの。

　

な
い
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地
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条
件
の
一
部
を
変
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先
の
結
果
に
よ
り
実
現
で
き
な
い

と
さ
れ
た
部
分
を
、
住
民
投
票
の
結

果
を
尊
重
し
、
右
記
❷
の
よ
う
に
変

更
。
な
る
べ
く
原
案
に
近
い
形
で
耐

震
改
修
な
ど
を
実
施
す
る
こ
と
と
想

定
し
、
新
た
な
条
件
で
そ
の
費
用
と

工
期
を
算
出
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

鳥取市役所現本庁舎

❷
変
更
案
の
概
略
配
置
図

❶
調
査
案
の
概
略
配
置
図
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■検証結果　　　　　　　　　　　　（税込み5％）

A 概算工事費　（国の基準を基本として算出）
既存本庁舎改修 11.8億円
　（内訳）
　▶免震改修 免震関連工事 9.1億円
　▶解体工事 西側２階、南側１階 0.4億円
　▶外壁改修 サッシ取替えなど 1.1億円
　▶内装改修
　 工事 既存遡及天井・壁改修など 0.5億円

　▶設備改修
　 ・解体

免震継手、受水槽解体･新設、給排水
盛替など 0.7億円

新第２庁舎
地 上5階、 地 下1階、 免 震 構 造、
渡り廊下（S造、１層、L14ｍ、有効
巾1.8m屋根、壁あり）含む

15.7億円

半地下駐車場 S造、半地下、屋上広場 3.3億円
外構 屋外駐車場、舗装、植栽 0.2億円

概算工事費　合計 31.0億円
※工事期間中の仮設駐車場整備、地中埋設物の解体撤去費は含まれない

B 設計・監理費　（告示15号、旧告示1206号、実績人工数により算出）
設計費 1.7億円
監理費 0.5億円

設計･監理費　合計 2.2億円

建設費概算（Ａ・Ｂ計） 33.2億円

C その他経費（＊鳥取市より提供）
埋蔵文化財調査費*　4,884㎡ 1.3億円
土壌汚染対策費（ヒ素）*　19,000㎥ 5.9億円
大規模修繕費* 2.2億円
下水道管移設費* 0.7億円
ボーリング調査、敷地測量、免震評定手数料など 0.1億円

その他経費　合計 10.2億円

事業費総計（Ａ〜Ｃ合計） 43.4億円

基
づ
き
、
今
後
の
市
庁
舎
耐
震
改
修

に
つ
い
て
検
討
し
、
市
議
会
と
し
て
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方
向
性
を
定
め
ま
す
。

　

議
論
の
内
容
は
、
市
議
会
だ
よ
り

や
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
な
ど
を
通
し

て
、
市
民
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知
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す
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鳥取市庁舎耐震改修等に関する調査特別委員会
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